
生計困難者等に対する利用者負担額の軽減確認証 更新のご案内 

 

１ 制度の概要 

生計困難者等に対する軽減を実施している事業所で、対象サービスを利用した場合、一定要件

に該当する方は申請することにより、生計困難者に対する利用者負担額軽減確認証が発行され、

事業所に提示することで利用者負担額（介護費負担・食費・居住費）が軽減されます。 

 

２ 対象者 

本事業の対象者は、生活保護受給者又は次の要件を全て満たす方です。 

（１）世帯員全員が住民税非課税であること 

（２）世帯の年間収入及び預貯金等の額が基準額以下であること 

世帯構成 年間収入 預貯金等の額 

１人世帯 １５０万円 ３５０万円 

２人世帯 ２００万円 ４５０万円 

以降１人追加ごとに ５０万円を加えた額 １００万円を加えた額 

※年間収入には障害年金や遺族年金、仕送り、恩給、障害者手当等も含まれた額になります。 

（３）日常生活に利用する資産以外に活用できる資産がないこと 

（４）住民税課税者となっている親族等に扶養されていないこと 

（５）介護保険料を滞納していないこと 

３ 軽減を受けることができる介護保険サービス事業所 

軽減を受けることができる事業所は東京都福祉局ホームページをご確認ください。 

東京都福祉局のホームページ＞分野からのご案内「高齢者」＞介護保険＞ 

東京都介護サービス情報＞事業者に関する情報（指定状況、負担軽減等）＞ 

生計困難者等に対する利用者負担額軽減事業 

 

４ 対象となるサービス種類 

※老人保健施設（老健）・グループホームは対象になりません。 

５ 更新申請受付日 

 ２０２６年６月１５日（月）から８月７日（金）＜必着＞ 

※更新申請に係る認定証の発送予定日は、裏面９をご確認ください。 

① 訪問介護        ②（予防）訪問入浴介護   ③ 通所介護 

④（予防）短期入所生活介護 ⑤（予防）短期入所療養介護 ⑥（予防）訪問看護 

⑦（予防）訪問リハビリ   ⑧（予防）通所リハビリ   ⑨ 夜間対応型訪問介護 

⑩（予防）認知症対応型通所介護       ⑪（予防）小規模多機能型居宅介護 

⑫ 特別養護老人ホーム           ⑬ 地域密着型特別養護老人ホーム 

⑭ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護    ⑮ 看護小規模多機能型居宅介護 

⑯ 地域密着型通所介護 

⑰ 第一号訪問事業のうち介護予防訪問介護に相当する事業及び第一号通所事業のうち 

介護予防通所介護に相当する事業（自己負担割合が保険給付と同様のものに限る。） 



６ 提出先・問合せ先 

  町田市役所いきいき生活部介護保険課給付係 

【所在】〒１９４－８５２０ 町田市森野２－２－２２【電話】０４２－７２４－４３６６ 

※オンライン申請（マイナポータル「ぴったりサービス」）でも手続き可能です。 

町田市ホームページ https://www.city.machida.tokyo.jp/index.html 

トップページ＜医療・福祉＜介護保険＜介護サービスの利用者負担 

＜生計困難者に対する利用者負担額の軽減制度について(介護サービス利用料を軽減する制度) 

７ 申請に必要な書類 

（「介護保険負担限度額認定制度」と同時に更新する場合、共通する書類は１部のみ提出） 

（１）生計困難者に対する利用者負担額軽減対象確認申請書 

（２）収入及び預貯金等申告書 

（３）源泉徴収票の写し等収入状況が確認できる書類（本人及び住民票上、同一世帯全員分）

（４）資産状況が確認できる書類（本人及び住民票上、同一世帯全員分） 

資産種類 提出書類 必要なページ等 

預貯金 

定期預金 

通帳の写し 

※１ 

※２ 

銀行名、支店名、口座番号、名義人がわかるページ 

直近２か月間の取引内容と最新の預金残高がわかるページ 

年金がある方は、振り込まれていることが確認できるページ 

※通帳が複数ある場合は、全て提出が必要です 

その他資産 通帳以外の写し 
投資信託や有価証券、金・銀などは、名義人がわかるページ 

直近２か月間の取引金額・時価評価額がわかるページ 

※１ インターネット銀行等の場合は、入出金明細のある残高証明書等でもかまいません。 

※２ 「総合口座通帳」は、定期預金口座の利用の有無にかかわらず定期預金口座の１ページ目 

の写し（利用がない場合は、余白に「定期なし」と追記）を添付してください。 

８ 軽減割合 

 軽減を受けられる割合は、対象者の収入状況によって異なりますので、ご確認ください。 

軽減区分 介護費（自己負担分） 食費 居住費 

生活保護受給者※１ － － １００％ 

老齢福祉年金受給者 ５０％ ５０％ ５０％ 

上記以外の対象者 ２５％ ２５％ ２５％ 

※１ 生活保護受給者の場合、軽減の対象になるのは個室利用のみです。 

※  特別養護老人ホーム、地域密着型特別養護老人ホームの利用者で介護保険負担限度額の利用者負担

段階が第２段階で軽減を受けている方は食費・居住費負担のみが対象となり、介護費については、高額介護

サービス費での返還になります。 

９ 更新申請に係る認定証の発送予定日 

 ６月２６日（金）受付分まで：７月１５日（水）発送 

 ７月１７日（金）受付分まで：８月 ４日（火）発送 

 ８月 ７日（金）受付分まで：８月２０日（木）発送 

 （上記の受付日は、介護保険課必着日となります。お早めの手続きをお願いします。） 

※８月１０日（月）以降に到着した場合の適用開始日は、到着した月の初日になります。 

※書類不備や所得情報（非課税年金

等）を確認できない場合は、左記

の発送には間に合いませんので、

ご了承ください。 


